
令和 6 年度名古屋市教育委員会第34号議案 

   名古屋市奨学金条例施行規則の一部を改正する規則案について 

1  改正理由・内容 

  経済的理由によって修学が困難な者に対して支給する、高等学校等におい

て修学するために必要な学資（奨学金）について、受給資格の判断を公平に

行うため、申請者の所得要件の確認方法について、規定を整備します。

2  施行期日 

  令和 7 年 4 月 1 日から施行します。 

3  規則案 

  別紙のとおり 

（令和 7 年 3 月24日提出 総務部総務課） 



  令和 7 年 3 月27日 

             名古屋市教育委員会教育長  坪 田 知 広 

名古屋市教育委員会規則第10号 

   名古屋市奨学金条例施行規則の一部を改正する規則 

 名古屋市奨学金条例施行規則（平成29年名古屋市教育委員会規則第10号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表のように改正する。 

                        （下線部分は改正部分） 

改 正 前 改 正 後 

（受給資格） （受給資格） 

第 2 条 （略） 第 2 条 （略） 

2  条例第 3 条第 4 号に規定する要件は、

次の各号のいずれにも該当することとす

る。 

2  条例第 3 条第 4 号に規定する要件は、

次の各号のいずれにも該当することとす

る。 

(1) 申請者の保護者等が奨学金の支給を

受けようとする年度の市町村民税の所

得割を課されていないこと。 

(1) 申請者の保護者等（申請者の親権を

行う者が配偶者を有するとき（申請者

の親権を行う者が当該配偶者である場

合を除く。）は、当該配偶者を含む。

以下同じ。）が奨学金の支給を受けよ

うとする年度の市町村民税の所得割を



課されていないこと。 

(2) （略） (2) （略） 

   附 則 

 この規則は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 


